
Ⅵ 小学校等における医療的ケアについて 

 

１ 医療的ケア児を取り巻く背景 

近年、小学校等に在籍する日常生活及び社会生活を営むために恒久的に医療的ケアを受けることが必要不可欠である児童生徒等（以下

「医療的ケア児」という。）は、年々増加するとともに、人工呼吸器による呼吸管理等を必要とする医療的ケア児が小学校等に通うよう

になるなど、医療的ケア児を取り巻く環境が変わりつつある。 

 このような状況を踏まえ、文部科学省においては、「学校における医療的ケアの今後の対応について（平成31年３月20日通知）」によ

り、喀痰吸引や経管栄養以外の医療的ケアを含め、小学校等を含む全ての学校における医療的ケアの基本的な考え方や医療的ケアを実施

する際に留意すべき点等について各教育委員会等に示した。 

 その後、令和３年６月に「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が成立した。本法律は、医療的ケア児及びその家族

に対する支援に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、保育及び教育の拡充について定めること

により、医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職の防止に資し、もって安心して子供を生み、育てることができる

社会の実現に寄与することを目的としている。 

 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」（通知）基本理念（第３条関係）の概要 

○ 医療的ケア児の可能性を最大限に発揮させ、将来の自立や社会参加のために必要な力を培うという視点に立つことが重要。その際、

医療的ケア児の実態は多様であることから、医療的ケアの種類や頻度のみに着目して画一的な対応を行うのではなく、一人一人の

教育的ニーズに応じた指導を行うことが必要。(第2項及び第4項関係) 

○ 医療的ケア児の就学先の決定について、従前からの決定の仕組みに直接的な影響を与えるものではない。(第2項及び第4項関係) 

○ 医療的ケア児が医療的ケアを必要としていることだけを理由に、あるいは、対応した環境や体制が整っていないことを理由に、画 

一的に学校への入学や転入学が拒否されることがないようにすることが必要。(第4項及び第5項関係) 

○  現在、医療的ケア看護職員が常時配置されていない学校に通学している医療的ケア児が、本法施行後に、医療的ケア看護職員が常 

時配置されていないことを理由に通学できなくなることがないようにすることが必要。 (第4項及び第5項関係) 

 

 

２  医療的ケアの概要と実施者 

（１） 医行為と医療的ケアとは 

① 医行為 

医師及び看護師などの免許を有さない者による医行為は、医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条その他の関係法規に 

よって禁止されている。医師の医学的判断及び技術をもって行わなければ、人体に危害を及ぼし、又は、危害を及ぼすおそれのある 

行為を反復継続する意思をもって行うこととされている。 

② 医療的ケア 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」では、「医療的ケア」とは、「人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引そ

の他の医療行為をいう」とされている。また、一般的には、医療的ケアとは、病院などの医療機関以外の場所(学校や自宅など)で

日常的に継続して行われる、喀痰吸引や経管栄養、気管切開部の衛生管理、導尿、インスリン注射などの医行為を指し、病気治療

のための入院や通院で行われる医行為は含まれない。 

（２） 学校における医療的ケアの実施者 

① 医師、看護師 

医師は、自らの判断で医療的ケアを行うことができる。また、保健師、助産師、看護師及び准看護師 （以下「看護師等」という。） 

は医師の指示の下、医療的ケアを行うことができる。 

② 介護福祉士、認定特定行為業務従事者 

社会福祉士及び介護福祉士法に基づく実地研修を修了した介護福祉士は、医師の指示の下、看護師等と連携し、医療的ケアのう 

ち、喀痰吸引と経管栄養の一部を行うことができる。 

社会福祉士及び介護福祉士法に基づく喀痰吸引等研修を修了し、認定特定行為業務従事者として、都道府県知事に認定を受けた介 

護職員等（認定特定行為業務従事者として、都道府県知事に認定を受けた教職員を含む。以下「認定を受けた介護職員等」という。） 

は、医師の指示の下、看護師等と連携し、医療的ケアのうち、喀痰吸引と経管栄養の一部を行うことができる。 



※平成23年度の制度改正により、教員等も、一定の研修を修了し、都道府県知事に認定された場合には、「認定特定行為業務従 

事者」として、医行為のうち、喀痰吸引等の五つの特定行為に限り、一定の条件の下で実施できることとなった。 

【特定行為】 

・口腔内の喀痰吸引 

・鼻腔内の喀痰吸引 

・気管カニューレ内部の喀痰吸引 

・胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 

・経鼻経管栄養 

③ 医療的ケア児本人、保護者 

自宅等において、医療的ケア児やその保護者が医療的ケアを実施できるのは、当該行為の違法性が阻却（正当化）される場合の要 

件（目的の正当性、手段の相当性、法益衡量、法益侵害の相対的軽微性、必要性・緊急性）を満たすと考えられるためである。従っ 

て、医療的ケア児やその保護者が医療的ケアを行っているからといって、通常、学校で当該行為を教職員が実施の要件を満たさない 

まま同様に実施することはできない。 

 

３  小学校等における受け入れ体制の構築 

（１） 実施体制の整備 

① 看護師等の配置 

小学校等においては、市町村教育委員会（特別区を含む。以下同じ。）などの小学校等の設置者（以下「市町村教育委員会等」と 

いう。）によって配置された看護師等が医療的ケアを行い、教職員はそれをバックアップ（医療的ケア児の健康状態の見守り、看護 

師との情報共有、緊急時の対応など）することとなる。その際、市町村教育委員会等は、看護師等を自ら雇用し小学校等に配置する 

だけでなく、医療機関や訪問看護ステーションなどに看護師等の派遣を委託することなども考えられる。 

なお、医療機関や訪問看護ステーションなどに委託する際は、看護師等の小学校等における業務内容などを十分に検討し、その内 

容を契約書等に明確に定めるとともに、派遣される看護師等と教職員が十分な情報共有を行い、医療的ケアに対応できるよう配慮す 

ることが必要である。 

② 介護福祉士及び認定を受けた介護職員等の活用 

小学校等において医療的ケアを実施する場合には、喀痰吸引等を含め、看護師等を配置又は活用しながら、主として看護師等が医 

療的ケアに当たり、教職員等がバックアップする体制が望ましい。また、医療的ケア児の状態や医療的ケアの内容により、介護福祉 

士及び認定を受けた介護職員等が喀痰吸引等を実施する場合には、主治医等の意見を踏まえつつ、特定の医療的ケア児との関係性が 

十分認められた上で、前述の２（２）②に示す範囲において喀痰吸引等を実施し、看護師等が巡回する体制を構築することなどが考 

えられる。 

③ 教職員の役割 

小学校等において看護師等が医療的ケアを行うに当たって、教職員は、医療的ケアを小学校等において行う教育的意義や必要な衛 

生環境などについて理解するとともに、学級担任をはじめ教職員により行われる日常的な子供の健康状態の把握を通じて、看護師等 

と必要な情報共有を行い、緊急時にはあらかじめ定められた役割分担に基づき対応することが、特に重要である。 

また、教職員が、看護師等の管理下において、医療的ケア以外の支援、例えば、医療機械・器具の装着時に衣服の着脱を手伝った 

り、医療的ケアを受けやすい姿勢保持等の補助を行ったりすることは可能であり、教職員と看護師等とが連携して医療的ケア児の支 

援に当たることが重要である。 

（２） 市町村教育委員会等による総括的な管理体制の構築 

① 医療的ケア運営協議会の設置等 

市町村教育委員会等においては、小学校等が安心・安全に医療的ケア児を受け入れることができるようにするため、教育、医療、 

保健及び福祉などの関係部局や機関のほか、保護者の代表者などで構成される会議体（以下「医療的ケア運営協議会」という。）を 

設置するなどして、医療的ケア児に関する総括的な管理体制を構築する必要がある。 

医療的ケア運営協議会においては、次に示すことなどについて専門家の知見を得ることが必要である。 

ア 小学校等における医療的ケアへの対応の在り方などを示したガイドライン等の策定 

イ 看護師等や教職員の研修 



ウ 緊急時の対応指針の策定 

エ 小学校等におけるヒヤリ・ハット事例の共有 

オ 新たに対応が求められる医療的ケアの取扱い など 

なお、ガイドライン等の策定に当たっては、所在する都道府県教育委員会等が策定したガイドライン等を参考にすることも有効

である。 

また、既に設置されている同種の会議体を活用することで協議が深められる場合もあることから、医療的ケア運営協議会を設置

するに当たっては、併せて検討する。 

② 医療的ケアや在宅医療に知見のある医師の委嘱 

市町村教育委員会等は、地成の医師会などに相談の上、医療的ケア児が在籍する小学校等において、学校医を医療的ケアや在宅医 

療に知見のある医師に委嘱したり、学校医とは別に医療的ケアや在宅医療に知見のある医師を学校における医療的ケアについての 

指導や助言を行う外部専門家として委嘱したりするなどして、地域の実情を踏まえて、小学校等が医療的ケアに関する指導助言を直 

接医師から受けられる体制を構築する必要がある。 

③ 小学校等で医療的ケアに対応する看護師等の育成・研修 

看護師等は、医療現場で働くことを想定した基礎教育を受けている。学校勤務は病院勤務とは異なるため、看護業務の違いや学佼 

の組織体制、医療的ケアを実施するタイミング、医療的ケア実施前後の活動や休息の判断など、教職員と連携の難しさなどに戸惑う 

ことが多いと言われている。従って、市町村教育委員会等においては、地成の医師会や看護団体と連携を図り、初めて学校で勤務す 

る看護師等を対象とした研修などを行うことが重要である。その際、特別支援学校に勤務する看護師等を対象にした研修会をしてい 

る所在の都道府県の教育委員会と連携を図ることも有効である。 

④ 早期からの支援 

市町村教育委員会等は、関係部局等と連携し、保護者の理解と協力の下、就学前の認定こども園・幼稚園・保育所等と小学校等と 

の間で、医療的ケア児に関する情報共有が確実かつ円滑にできるような体制を整備し、就学後の円滑な医療的ケアの実施につなげ 

ることが重要である。 

 

４  小学校等における組織的な実施体制の構築 

（１） 医療的ケア安全委員会の設置等 

小学校等においては、市町村教育委員会等が策定したガイドラインなどに基づき、校内で組織的に医療的ケアを実施することができ 

るようにするため、校長、担任、養護教諭、学校医、医療的ケアに知見のある医師、主治医、看護師等などで構成される会議体（以下 

「医療的ケア安全委員会」という。）を設置するなどして、医療的ケアへの対応方法などを検討する必要がある。なお、小学校等にお 

いて新たに医療的ケア児を受け入れるような場合は、就学先決定に携わった市町村教育委員会等の担当者が参加し、指導助言を行うこ 

とも有効である。 

医療的ケア安全委員会においては、次に示すことなどについて検討することが考えられる。 

① 医師から看護師等への指示の方法など、医療的ケアの実施に係る計画書等の作成 

② 関係者の役割分担や連携の在り方 

③ 危機管理への対応を含む個別マニュアルの作成 

④ ヒヤリ・ハット事例の蓄積・分析 

⑤ 緊急時の対応方法 など 

（２） 関係者の役割分担 

医療的ケアを安全に実施するには、関係者の役割分担を整理し、各関係者が相互に連携協力しながら、それぞれの役割において責 

任を果たしていくことが重要である。その際、例えば、表情や声の状態、顔色などを観察し、苦しげな表情が見られたり、痰が絡ん 

だような呼吸音が聞こえたりするなど、いつもの状態と違う場合、医療的ケア児の担任等は、速やかに看護師等に連絡できるよう、 

正常時の状態をよく理解しておくとともに、医療的ケア児の健康状態に応じて教育活動の調整や変更を行うことが必要である。 

（３） その他 

① 訪問看護ステーション等との連携 

平成30年度診療報酬改定により、医療的ケア児が普段利用している訪問看護ステーションから自宅で行っている医療的ケアの具 

体的な実施方法や留意点等の情報を、医療的ケア児本人や保護者の同意の下、小学校等に提供した場合、その情報提供料が評価され 

ることとなった。従って、小学校等においては、このような制度を活用し、訪問看護ステーション等と小学校等が連携体制を構築す 



ることも考えられる。 

② 主治医から学校医等への情報提供 

令和２年度診療報酬改定により、主治医が、医療的ケア児本人や保護者の同意の下、医療的ケア児の通う小学校等の学校医又は医 

療的ケアに知見のある医師（以下「学校医等」という。）に対して、医療的ケア児が学校生活を送るに当たって必要な情報を提供し 

た場合、その情報提供料が評価されることとなった。従って、小学校等においては、このような制度を活用し、主治医と学校医等が 

連携体制を構築することも考えられる。 

③ 医療的ケア児等医療情報共有システム（MEIS）の活用 

厚生労働省は、令和2年から、医療的ケア児が救急時や、予想外の災害、事故に遭遇した際に、その対応に当たる医師や救急隊員 

などが迅速に必要な情報を共有できるようにするためのシステム（MEIS）の本格選用を開始した。本システムは、保護者が利用す 

るかどうかを判断するものであり、全ての医療的ケア児が一律に利用するものではないが、医療的ケア児が在籍する小学校等におい 

ては、例えば、保護者にMEISの利用の有無を確認し、利用している場合は、保護者の同意の下、救急サマリーを印刷し提出して 

もらうなどして、緊急時の対応の一環として活用することも考えられる。 

※MEISに登録しておくと、全国どこの医療機関を受診してもその情報を見ることができる。 

④ 保護者の付添いの協力 

保護者に付添いの協力を得ることについては、本人の自立を促す観点からも、真に必要と考えられる場合に限るよう努めるべきで 

ある。真に必要と考えられる場合としては、例えば、医療安全を確保する観点から、入学や転入学時のほか、夏休みなどの長期休業 

や長期の入院の後はじめて登校する際などに、医療的ケア児の健康状態に応じて必要な情報を引き継ぐ場合などが考えられる。ま 

た、やむを得ず保護者の協力を求める場合には、代替案などを十分に検討した上で、真に必要な理由や付添いが不要になるまでの見 

通しなどを丁寧に説明することが必要である。 
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